
労災年金額の改定について 

 
 「給付基礎日額の最低保障額」、「スライド率」及び「年金給付基礎日額の年齢階層

別の最低・最高限度額」が改定されました。 
 （平成 23 年７月 25 日、厚生労働省告示第２４７号、第２４８号及び第２４９号） 

 
１ スライド制の趣旨 
  労災保険の給付は、被災した労働者が失った稼得能力を補填することを目的とし  
 たものです。したがって、被災した時点でその方がどの程度の所得であったかを基 
 準として、給付の水準が決定されることとなります。 
  しかし、年金のように長期にわたって給付するものについては、被災時の賃金に 
よって補償を続けていけば、時間の経過による賃金水準の変動が反映されず、実質 
的な稼得能力が正確に反映されないこととなります。 
 スライド制は、このような不都合を回避し、給付水準を適正にするために設けら 
れているものです。 

 
２ スライド率の算定方法 
  上記１の趣旨を踏まえ、労災保険の年金給付については、労災保険法第８条の３ 
 により被災労働者の被災時点の平均賃金額に、スライド率を掛けて算出される額に 
 給付日数等を掛けた額を具体的な給付額（以下「年金額」という。）としています。 
  そして、スライド率の算定は、被災時点の賃金水準と算定する年度の前年度の賃 
金水準（平成 23 年８月１日からの１年間のスライド率であれば、平成 22 年度の水 
準）を比較して計算します。 

  したがって、前年度より賃金水準が上昇していれば年金額が増加しますが、下降 
していれば年金額も減少することとなります。 

 
３ 本年度のスライド率について 
  今回の年金スライド率の改定は、現役労働者の平均給与額が増加していることか

ら、昨年（平成 22 年）と比べ、平均で０．２９％増のプラス改定となりました。 

 
  平成 23 年８月から、年金額の基となる給付基礎日額等について、次のように改

正が行われました。 
 （１） 労災年金に係るスライド率の改定  （表１のとおり） 
 （２） 給付基礎日額の最低保障額の引き上げ 
      ３，９６０円（従前  ３，９５０円） 



 （３） 年金給付基礎日額の年齢階層別の最低・最高限度額の改定  （表２のと 
おり） 

 
  今回、給付基礎日額の最低保障額、労災年金に係るスライド率及び年金給付基礎 
 日額の年齢階層別の最低・最高限度額が改定されたことによる変更後の給付基礎日 
 額、年金給付基礎日額は、平成 23 年８月分からの年金額の計算に適用されますの 
で、平成 23 年 10 月支払期から変更後の年金額が支払われることとなります。 
 具体的に、支払われる年金額の算定の基礎となる給付基礎日額については、次の 

 とおりとなります。 
  被災労働者の方の被災直前３カ月間の賃金を基礎として計算（その額（スライド 
 制の適用がある場合にはスライド後の額）が３，９６０円未満であるときは、３，

９６０円をスライド率で除して得た額）された給付基礎日額に表１のスライド率を 
 乗じて得た額が年金給付基礎日額となります。 
  しかし、この年金給付基礎日額が、表２の被災労働者の年齢の属する年齢階層別

区分に応ずる最低限度額を下回る場合には最低限度額を、又は、最高限度額を上回

る場合には最高限度額を年金給付基礎日額とすることになっています。 
  ただし、昭和 62 年１月 31 日において年金の受給権を有していた方で、給付基

礎日額に表１のスライド率を乗じて得た額が表２の最高限度額を上回る場合には、

従来の額（給付基礎日額に昭和 62 年１月 31 日時点のスライド率を乗じて得た額）

が年金給付基礎日額となります。 
  なお、今回の改定により年金額等が変更となる方には、労災年金の支給決定を 
受けた労働基準監督署から「変更決定通知書」により通知されます。 

 
 問い合わせ先 
 ・ 労災保険相談ダイヤル  （０５７０－００６０３１） 

 
  表１ スライド率表 

 
                                （単位：％） 
死傷の原因たる事故発生の日又は診断によって疾病の発生

が確定した日の属する期間（算定事由発生日の属する期間）

年金給付基礎日額に乗ずるべき

率 

昭和 22 年９月１日から昭和 23 年３月 31 日まで ２０，１７０（２０，１１１）

昭和 23 年４月１日から昭和 24 年３月 31 日まで  ７，３３５（ ７，３１３）

昭和 24 年４月１日から昭和 25 年３月 31 日まで  ４，０６７（ ４，０５５）

昭和 25 年４月１日から昭和 26 年３月 31 日まで  ３，５１０（ ３，５００）

昭和 26 年４月１日から昭和 27 年３月 31 日まで  ２，８７０（ ２，８６１）



昭和 27 年４月１日から昭和 28 年３月 31 日まで  ２，４７６（ ２，４６８）

昭和 28 年４月１日から昭和 29 年３月 31 日まで  ２，１８０（ ２，１７４）

昭和 29 年４月１日から昭和 30 年３月 31 日まで  ２，０５８（ ２，０５２）

昭和 30 年４月１日から昭和 31 年３月 31 日まで  １，９６８（ １，９６２）

昭和 31 年４月１日から昭和 32 年３月 31 日まで  １，８５７（ １，８５１）

昭和 32 年４月１日から昭和 33 年３月 31 日まで  １，７９２（ １，７８７）

昭和 33 年４月１日から昭和 34 年３月 31 日まで  １，７６６（ １，７６１）

昭和 34 年４月１日から昭和 35 年３月 31 日まで  １，６５９（ １，６５４）

昭和 35 年４月１日から昭和 36 年３月 31 日まで  １，５６１（ １．５５６）

昭和 36 年４月１日から昭和 37 年３月 31 日まで  １，３９６（ １，３９２）

昭和 37 年４月１日から昭和 38 年３月 31 日まで  １，２５６（ １，２５２）

昭和 38 年４月１日から昭和 39 年３月 31 日まで  １，１３２（ １，１２９）

昭和 39 年４月１日から昭和 40 年３月 31 日まで  １，０２２（ １，０１９）

昭和 40 年４月１日から昭和 41 年３月 31 日まで    ９３５（   ９３２）

昭和 41 年４月１日から昭和 42 年３月 31 日まで    ８４９（   ８４６）

昭和 42 年４月１日から昭和 43 年３月 31 日まで    ７６４（   ７６２）

昭和 43 年４月１日から昭和 44 年３月 31 日まで    ６７７（   ６７５）

昭和 44 年４月１日から昭和 45 年３月 31 日まで    ５９２（   ５９０）

昭和 45 年４月１日から昭和 46 年３月 31 日まで    ５０９（   ５０７）

昭和 46 年４月１日から昭和 47 年３月 31 日まで    ４４６（   ４４５）

昭和 47 年４月１日から昭和 48 年３月 31 日まで    ３８６（   ３８５）

昭和 48 年４月１日から昭和 49 年３月 31 日まで    ３２５（   ３２４）

昭和 49 年４月１日から昭和 50 年３月 31 日まで    ２６１（   ２６１）

昭和 50 年４月１日から昭和 51 年３月 31 日まで    ２２２（   ２２２）

昭和 51 年４月１日から昭和 52 年３月 31 日まで    ２００（   １９９）

昭和 52 年４月１日から昭和 53 年３月 31 日まで    １８３（   １８２）

昭和 53 年４月１日から昭和 54 年３月 31 日まで    １７３（   １７３）

昭和 54 年４月１日から昭和 55 年３月 31 日まで    １６３（   １６２）

昭和 55 年４月１日から昭和 56 年３月 31 日まで    １５４（   １５４）

昭和 56 年４月１日から昭和 57 年３月 31 日まで    １４７（   １４７）

昭和 57 年４月１日から昭和 58 年３月 31 日まで    １４０（   １４０）

昭和 58 年４月１日から昭和 59 年３月 31 日まで    １３７（   １３６）

昭和 59 年４月１日から昭和 60 年３月 31 日まで    １３２（   １３２）

昭和 60 年４月１日から昭和 61 年３月 31 日まで    １２８（   １２８）

昭和 61 年４月１日から昭和 62 年３月 31 日まで    １２５（   １２５）



昭和 62 年４月１日から昭和 63 年３月 31 日まで    １２２（   １２２）

昭和 63 年４月１日から平成 元年３月 31 日まで    １１８（   １１８）

平成 元年４月１日から平成 ２年３月 31 日まで    １１５（   １１４）

平成 ２年４月１日から平成 ３年３月 31 日まで    １１１（   １１１）

平成 ３年４月１日から平成 ４年３月 31 日まで    １０７（   １０７）

平成 ４年４月１日から平成 ５年３月 31 日まで    １０５（   １０５）

平成 ５年４月１日から平成 ６年３月 31 日まで    １０３（   １０３）

平成 ６年４月１日から平成 ７年３月 31 日まで    １０１（   １０１）

平成 ７年４月１日から平成 ８年３月 31 日まで    １００（    ９９）

平成 ８年４月１日から平成 ９年３月 31 日まで     ９８（    ９８）

平成 ９年４月１日から平成 10 年３月 31 日まで     ９７（    ９７）

平成 10 年４月１日から平成 11 年３月 31 日まで     ９８（    ９８）

平成 11 年４月１日から平成 12 年３月 31 日まで     ９７（    ９７）

平成 12 年４月１日から平成 13 年３月 31 日まで     ９７（    ９７）

平成 13 年４月１日から平成 14 年３月 31 日まで     ９８（    ９７）

平成 14 年４月１日から平成 15 年３月 31 日まで     ９９（    ９８）

平成 15 年４月１日から平成 16 年３月 31 日まで     ９９（    ９８）

平成 16 年４月１日から平成 17 年３月 31 日まで     ９９（    ９９）

平成 17 年４月１日から平成 18 年３月 31 日まで     ９９（    ９８）

平成 18 年４月１日から平成 19 年３月 31 日まで     ９９（    ９８）

平成 19 年４月１日から平成 20 年３月 31 日まで     ９９（    ９８）

平成 20 年４月１日から平成 21 年３月 31 日まで     ９９（    ９９）

平成 21 年４月１日から平成 22 年３月 31 日まで    １００（      ）  

 （注） （ ）内は、改定前の率です。 

 
  表２ 年齢階層別の最低限度額・最高限度額表 
                                （単位：円） 

年齢階層の区分    最 低 限 度 額    最 高 限 度 額 

20 歳未満  ４，６２４（ ４，３２５） １２，９８４（ １２，７７４）

20 歳以上 25 歳未満  ５，０４０（ ４，９２９） １２，９８４（ １２，７７４）

25 歳以上 30 歳未満  ５，６６１（ ５，５７６） １３，１２０（ １３，０５３）

30 歳以上 35 歳未満  ６，２２２（ ６，１０２） １５，９８１（ １６，０５９）

35 歳以上 40 歳未満  ６，６６２（ ６，５５１） １８，５４１（ １８，５３５）

40 歳以上 45 歳未満  ６，９４１（ ６，７６２） ２１，７３５（ ２２，１０７）

45 歳以上 50 歳未満  ６，９１９（ ６，７０１） ２３，５７８（ ２３，７９５）



50 歳以上 55 歳未満  ６，５６６（ ６，２８６） ２４，６０８（ ２４，４５５）

55 歳以上 60 歳未満  ５，７７０（ ５，５６０） ２３，１０５（ ２３，２２７）

60 歳以上 65 歳未満  ４，６１３（ ４，６３８） １９，１３４（ ２０，７９４）

65 歳以上 70 歳未満  ３，９６０（ ３，９５０） １５，２８２（ １５，２４６）

70 歳以上   ３，９６０（ ３，９５０） １２，９８４（ １２，７７４）

 （注）１ （ ）内は、改定前の額です。 
    ２ 年齢の計算については、被災労働者の平成 23 年８月１日における年齢

をもって、同日から１年間を当該被災労働者の年齢とします。 

 
 


